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１．はじめに

　医療・ヘルスケアのあり方が、従来の治療中心
から予防・予後に至るライフコース全体へと拡大
する中、日常生活から健康に関与するデジタルヘ
ルスは、新たな医療モダリティとして、その存在
感を増している。我が国においても、主に一般消
費者に向けた健康増進ツールであるデジタルヘル
スのみならず、医薬品による治療効果の測定等を
行うデジタルメディスンや治療的介入を提供する
デジタルセラピューティクス（DTx）等、様々な
ソリューションの開発・利用が進んでおり、連続
的に収集される健康医療データの活用や継続介入
による医療の高質化が期待されている１）。しかし
ながら、新たな医療機器・ヘルスケア開発の推進
及び実用化を目指し設置された「医療機器・ヘル
スケア開発協議会」において、デジタルヘルスと
関連が深いウェアラブルデバイスやセンシングデ
バイス等に対する日本の競争優位性の低さが指摘
されている２）。さらに、政策研ニュースNo.64（2021
年11月）で筆者が言及したように、デジタルメデ
ィスンの臨床試験動向から見た日本の開発は、現
状、他国をリードする状況にあるとは言い難い１）。
　このような課題の中、2022年５月には、デジタ
ル機器を含む革新的医療機器の研究開発と普及推
進を目的とする「国民が受ける医療の質の向上の

ための医療機器の研究開発及び普及の促進に関す
る基本計画（以下、基本計画）」の見直しが行われ
た３）。これは、平成26年に閣議決定された我が国
初の医療機器政策に特化した文書である。今般、
新型コロナウイルスの世界的感染拡大やSoftware 
as a Medical Devices（SaMD）の登場等の環境変
化を踏まえ改定された第２期基本計画では、医療
機器の研究開発の促進のため、我が国で魅力的な

「人材」、「場所（医療機器の研究開発を行う医療機
関等の場や機会）」、「資金」、「情報」を確保できる
環境の構築が目指されている。そこで本稿では、
我が国のデジタルメディスン開発の加速に不可欠
なこれらの要素のうち、中長期的視点での対応が
求められる「人材」、「場所」に焦点を当て、国内
外の現状を踏まえつつ、日本の課題と考えうる対
策について考察した。なお、本稿は臨床的エビデ
ンスを伴うデジタルヘルス（以下、デジタルメデ
ィスン）を念頭に置いた論考であることに留意い
ただきたい。

２．デジタルメディスン開発とスタートアップ

　筆者は、政策研ニュースNo.64において、グロー
バルでのデジタルメディスン（モバイルアプリ、
ゲーム、Virtual Reality/Augmented Reality）の
臨床試験動向について報告した１）。今回、同様の

日本におけるデジタルメディスン開発の加速
－臨床ニーズを具現化する人材・場所－

医薬産業政策研究所　主任研究員　辻井惇也

１）医薬産業政策研究所、「デジタルメディスン開発の潮流と製薬産業の関わり －臨床試験・提携の動向を踏まえて－」、政
策研ニュースNo.64（2021年11月）、デジタルヘルス、デジタルメディスン、デジタルセラピューティクスの詳細な分類
は政策研ニュース No.64を参照。

２）経済産業省、「第２回 医療機器・ヘルスケア開発協議会 資料1－2（令和３年５月25日）」（2022年４月19日閲覧）、
　　https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/medical_equipment_healthcare/pdf/002_01_02.pdf
３）厚生労働省、「国民が受ける医療の質の向上のための医療機器の研究開発及び普及の促進に関する基本計画（令和４年

５月31日）」（2022年５月31日閲覧）、https://www.mhlw.go.jp/content/10807000/000944187.pdf
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検索条件のもと、世界保健機関（WHO）が提供す
る ICTRP（International Clinical Trials Registry 
Platform）に2022年４月15日時点で収載された全
ての情報をデータ範囲とし、プライマリスポン
サー（主要依頼者）、セカンダリスポンサー（共同
依頼者）及びマネタリサポート（金銭的支援者）
のいずれかに該当する企業を抽出した結果４）、212
社（重複あり）の関与が認められた（図１a））。こ
のうち、124社（約６割）は、自社でデジタルメデ
ィスンの開発に取り組む企業（以下、デジタルメ
ディスン関連企業）であり、特にプライマリ及び

セカンダリスポンサーとしての関与が多かった
（図１b））。さらに、デジタルメディスン関連企業
（124社）のみに着目し、設立年並びに臨床試験登
録年を調査したところ、2000年以降に設立された
企業が８割以上を占めるとともに（図１c））、会社
設立から５年以内に登録された臨床試験が約６
割、設立10年以内の登録まで広げると約８割あっ
た（図１d））。なお、デジタルメディスン関連企
業の国籍は、米国が半数を占め、日本は４％であ
った（図２a））。特に米国では、シリコンバレー／
サンフランシスコ・ベイエリア及びボストンに所

４）検索語句は、政策研ニュース No.64１）と同様に、次のとおりとした。「モバイルアプリ」：software AND smartphone、
software AND mobile、application AND smartphone、application AND mobile、「ゲーム」：video AND game、video 
AND games、videogame、gamification、「VR/AR」：virtual reality、augmented reality、同義語が Intervention また
は Condition に含まれる試験も抽出し、同一企業でも、異なる臨床試験に関与する場合は個別に集計した。データ範囲
は2022年４月15日時点で収載されている全ての情報とし、モバイルアプリは2007年以降、ゲームは2005年以降、VR/AR
は2002年以降を対象とした。

図１　デジタルメディスンの臨床試験における企業の関与（企業分類、設立年等）
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注： 各々の臨床試験に関与する企業を抽出しており、同一試験に複数企業が関与する場合、及び同一企業が異なる臨床試験
に関与する場合は個別に集計した。なお、図１a）の企業分類は各社ホームページの情報を参考に行い、「その他」には
電子機器メーカーや保険会社等を含む。また、図１c）、d）は、デジタルメディスン関連企業に対する集計であり、図
１d）では設立年不明の企業を除いた。

出所：ICTRP、SPEEDA（株式会社ユーザベース）及び各社ホームページをもとに筆者作成
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在する企業が多数関与しており、ライフサイエン
ス領域で高い存在感を示す２地域から多くのイノ
ベーションが創出されていることが見て取れた

（図２b））。
　加えて、DTx承認／認可数の多い米国、ドイツ
に対し、DTx 開発企業の設立年を調査したとこ
ろ、大半の企業が2000年以降に設立されていた（34

社／35社、図３a））。また、会社設立から承認／認
可取得までの期間（中央値）は、米国で５年、ド
イツで６年であった（図３b））。
　現状、スタートアップの定義として一義的に決
まったものはないが、国立研究開発法人科学技術
振興機構（JST）が2021年７月に公開した調査報
告書では、「設立が2000年以降の企業」と定義して

図２　デジタルメディスンの臨床試験における企業の関与（国籍、所在地）

ａ）デジタルメディスン関連企業の国籍 ｂ）米国のデジタルメディスン関連企業の所在地域
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注： 各々の臨床試験に関与する企業を抽出しており、同一試験に複数企業が関与する場合、及び同一企業が異なる臨床試験
に関与する場合は個別に集計した。図２b）では、マネタリサポートとして関与する企業は表示していない。

出所：ICTRP、SPEEDA（株式会社ユーザベース）及び各社ホームページをもとに筆者作成

図３　DTx 開発企業の設立年と承認／認可までの期間
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注： 公開情報に加え、米国では Digital Therapeutics Alliance（DTA）Product library５）を、ドイツでは連邦医薬品医療機
器研究所（BfArM）DiGA directory６）を参考に、該当企業、製品を調査した。ただし、設立年や承認／認可年が不明な
事例は除外した。

　　 なお、図３b）の箱ひげ図内の中央線は中央値（50％）、箱の下端、上端の線はそれぞれ第１四分位点（25％）、第３四
分位点（75％）を示している。箱の上下のひげ（近接値）は第１四分位点から第３四分位点の長さの1.5倍以内で、中央
値から最も離れているサンプルを示している。また、ひげ（近接値）の外にある点は外れ値である。

出所： DTA Product library、BfArM DiGA directory、SPEEDA（株式会社ユーザベース）及び各社ホームページをもとに
筆者作成

５）Digital Therapeutics Alliance、「Product library」（2022年５月20日閲覧）、https://dtxalliance.org/understanding-dtx/
product-library/、Orexo 社 DTx は GAIA 社（ドイツ）からのライセンス供与のため、集計から除外した。また、公開
情報から AppliedVR 社、Luminopia 社、Mahana Therapeutics 社、NightWare 社を集計に入れた。

６）連邦医薬品医療機器研究所（BfArM）、「DiGA directory」（2022年５月20日閲覧）、https://diga.bfarm.de/de/verzeichnis

https://dtxalliance.org/understanding-dtx/product-library/
https://dtxalliance.org/understanding-dtx/product-library/
https://diga.bfarm.de/de/verzeichnis
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いる７）。これを参考にした場合、スピード感あるデ
ジタルメディスン（DTx 含む）の開発に、スター
トアップが主要な役割を果たしていると言える。
　なお、スタートアップの創設には、アカデミア
発の革新的技術が重要な役割を担っていることも
忘れてはならない。前述した米国の DTx 開発企
業では、19社のうち13社で、アカデミアの創製技
術が起業の起点となっていた８）。例えば、世界初
のDTxとして、2010年に米国食品医薬品局（FDA）
より薬事承認を受けた Welldoc 社の起源はメリー
ランド大学であり７）、ゲームベースのデジタル治
療として、世界で初めて FDA の薬事承認を取得
したAkili Interactive Labs社はカリフォルニア大
学サンフランシスコ校での研究成果をもとに創業
された９）。米国以外でも、複数のDiGA（ドイツ語
でデジタルヘルスアプリの意）に対する承認を取
得しているドイツの HelloBetter 社はロイファナ
大学リューネブルクでの研究を10）、ヤンセンフ
ァーマやアストラゼネカ等、多数の製薬企業と提
携するオーストラリアの ResApp Health 社はク
イーンズランド大学での研究を起源としてお
り11）、アカデミアが新しい技術の供給源として貢
献していると言える。

３．�デジタルメディスンの開発を加速する各国の

取り組み

3－1．人材

　デジタルメディスン開発において、スタートア
ップが大きな役割を果たす中、その中核を担う「人
材」の育成が重要となっている。はじめに、デジ
タルメディスンのイノベーションに資する人材育

成策について、各国の取り組みを調査した。なお、
スタートアップに求められる人材は開発の各段階
により様々であるが、本稿では、第２期基本計画
で育成の必要性が言及される「臨床ニーズを見出
し、研究開発から事業化までけん引可能な人材」
について取り上げたい３）、12）。

１）アカデミア主導の取り組み
　デジタルメディスンを含む医療機器の開発で
は、主に医療現場や患者さんのニーズを起点とし
た「Bedside to Bench to Bedside」の手法が取ら
れる13）。その際、ニーズを迅速に探索し、最適な
解決策を創出する思考法として、「デザイン思考」
が用いられる。デザイン思考とは、製品やユーザー
が抱える本質的な課題を見極め、短期間でソリ
ューション開発とユーザーからのフィードバック
による修正を繰り返しながら、課題解決を進める
アプローチである14）。
　このデザイン思考に基づくイノベーション人材
の育成プログラムとして、2001年に米国スタンフ
ォード大学で開始された Biodesign があり、デジ
タルヘルスに特化したプログラム（Biodesign for 
digital health、Building for digital health）も準備
されている15）。Stanford Biodesignは学生や社会人
を対象としているが、このうち、社会人を対象と
した「Biodesign Innovation Fellowship」では、10
ヵ月のカリキュラムを通じ、ニーズ探索・スクリー
ニング（IDENTIFY）からコンセプト生成・スク
リーニング（INVENT）、戦略開発、事業計画

（IMPLEMENT）に至る一連のプロセスを学ぶプ
ロジェクトベースの実践的なプログラムを提供し

７）国立研究開発法人科学技術振興機構、「近年のイノベーション事例から見るバイオベンチャーとイノベーションエコシ
ステム」（2021年７月）（2022年４月25日閲覧）、https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2021/RR/CRDS-FY2021-RR-02.pdf

８）各社ホームページ及びその他の公開情報より調査した。
９）カリフォルニア大学サンフランシスコ校（2022年４月25日閲覧）、https://innovation.ucsf.edu/news/akili-interactive-

leader-digital-medicine-become-publicly-traded
10）HelloBetter 社ホームページ（2022年４月25日閲覧）、https://hellobetter.de/en/company/
11）ResApp Health 社ホームページ（2022年４月25日閲覧）、https://www.resapphealth.com.au/technology/
12）本稿では、「臨床ニーズ」及び「医療ニーズ」を「医療現場等におけるニーズ」として同義に取り扱う。
13）「Bedside to Bench to Bedside」とは、医療現場等（Bedside）の観察から特定した臨床ニーズに対し、ラボ等（Bench）

でその課題を解決するためのソリューションを開発した後、再び医療現場や患者さん（Bedside）へ戻すという医療機
器に特徴的な開発手法である。

14）独立行政法人情報処理推進機構、「DX 白書2021」（2022年４月25日閲覧）、https://www.ipa.go.jp/files/000093705.pdf
15）スタンフォード大学、「STANFORD BYERS CENTER FOR BIODESIGN」（2022年４月25日閲覧）、https://biodesign.

stanford.edu/

https://innovation.ucsf.edu/news/akili-interactive-leader-digital-medicine-become-publicly-traded
https://innovation.ucsf.edu/news/akili-interactive-leader-digital-medicine-become-publicly-traded
https://biodesign.stanford.edu/
https://biodesign.stanford.edu/
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ている（図４）。異なる専門性（医学、工学、コン
ピューターサイエンス、ビジネス等）や属性（人
種、性別等）を持つメンバーがチームを組み、「多
様性」から生み出されるイノベーションを重視し
ているのが特徴である16）、17）。
　この一気通貫のプログラムから多くのイノベー
ションが生まれており、既に53のヘルステック企
業が設立されている18）。主な例を表１に示す。例
えば、2005年度の受講生によって設立された
iRhythm Technologies社は不整脈の診断を支援す
るウェアラブルシステムの開発を行っており19）、
時価総額として約40億米ドルの企業にまで成長し
ている20）。また、2012年度の受講生による CALA 

Health社は、本態性振戦に対して新たな治療法を
提供するリストバンド型医療機器を手掛け、FDA
の承認を取得している21）。
　スタンフォード大学の他、カリフォルニア大学
サンフランシスコ校では、グローバルなアントレ
プレナーシッププログラム（起業家教育）を提供
し、これまで５大陸300人以上の多様な受講生を受
け入れている22）。さらに、ハーバード大学では、大
学院生や社会人を対象に、臨床ニーズの観察から
イノベーション実装に至るプロジェクトベースの
プログラム（Healthtech Fellowship）を提供して
いる23）。本プログラムの開始は2020年と最近であ
るが、医師やエンジニア、医療技術メーカーの事

16）スタンフォード大学、「BIODESIGN DIVERSITY METRICS」、2019年度の受講生のうち、半数以上が白人以外の人種
であった（2022年４月25日閲覧）。https://biodesign.stanford.edu/about-us/diversity.html#diversity_metrics

17）Biodesignの拠点であるJames H. Clark Centerはスタンフォード大学のメディカルスクールとエンジニアリングスクー
ルの境界にあり、医工連携の拠点として多様なコラボレーションを広げる環境となっている。

18）スタンフォード大学、「BIODESIGN TRAINEE OUTCOMES」（2022年４月25日閲覧）、https://biodesign.stanford.edu/
our-impact/trainee-outcomes.html、Biodesign Innovation Fellowshipの研修後、さらに68のヘルステック企業が卒業生
により設立されている。

19）iRhythm Technologies 社ホームページ（2022年４月25日閲覧）、https://www.irhythmtech.com/
20）SPEEDA（株式会社ユーザベース）情報（2022年５月20日閲覧）
21）CALA Health 社ホームページ（2022年４月25日閲覧）、https://calahealth.com/
22）University of California San Francisco Innovation Ventures、「Entrepreneurship」（2022 年 ４ 月 25 日 閲 覧）、https://

innovation.ucsf.edu/venture/entrepreneurship
23）ハーバード大学、「Healthtech Fellowship」（2022年４月25日閲覧）、https://projects.iq.harvard.edu/healthtechfellowship/

fellowship-overview

図４　Stanford�Biodesign における医療機器イノベーションへのアプローチ

IDENTYFY INVENT IMPLEMENT

✓未充足の臨床ニーズを発
見するフェーズ。

✓何百もの臨床ニーズを収
集した上で、最も有望な
ニーズ（2個または3個）
を特定する。

✓臨床ニーズに対応するため
のソリューションを生み出す
フェーズ。

✓ プロトタイプの作成に加え、
特許やビジネスモデル、償
還等の調査を通じ、リード
コンセプトを生み出す。

開発初期からイノベーションと事業化を両立するためのアプローチを実践

✓事業化を見据えたイノベー
ションの実現を目指す
フェーズ。

✓ プロトタイプによる実証検
証に加え、具体的なビジネ
ス戦略の策定を通じ、イノ
ベーションを具現化する。

出所：Stanford Byers Center for Biodesign のホームページ15）をもとに筆者にて作成

https://biodesign.stanford.edu/our-impact/trainee-outcomes.html
https://biodesign.stanford.edu/our-impact/trainee-outcomes.html
https://innovation.ucsf.edu/venture/entrepreneurship
https://innovation.ucsf.edu/venture/entrepreneurship
https://projects.iq.harvard.edu/healthtechfellowship/fellowship-overview
https://projects.iq.harvard.edu/healthtechfellowship/fellowship-overview
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業開発マネージャー等、様々なバックグラウンド
を持つ人材が参加している。
　このように、米国では多くの大学が独自の人材
育成プログラムを提供している。ただし、共通し
て言えることは、多様な専門性（医学、工学等）
や属性（人種、国籍、性別、アカデミア／企業等）
を重視し、イノベーション人材の育成に取り組ん
でいるということである。革新的イノベーション
の創出には、現在の延長線上にないアイデアや技
術応用が不可欠であり、人材の多様性はその実現
を引き寄せる重要な因子となろう。
　また、英国では近年、各大学がデジタルヘルス
イノベーションを加速するための人材育成に注力
している。オックスフォード大学では2022年度よ
り「Applied Digital Health」という大学院講座を
開設し、海外人材を含むアーリーまたはミドルキ
ャリアの専門家に対し、デジタルヘルス開発に資
する知識やスキルを基礎から学ぶ機会を提供して
いる24）。この他、セント・アンドリューズ大学25）

やブリストル大学26）等、複数の大学が独自のフル
タイムプログラムを提供している。これらのプロ
グラムの多くは、１年以上という長期に渡り行わ
れるものであり、デジタルヘルス開発に特化した
人材育成として、特徴的な取り組みと言える。

２）国主導の取り組み
　他方、国が人材育成を主導する事例もある。前
述の Stanford Biodesign は医療機器イノベーショ
ンの成功事例として、日本をはじめ、アイルラン
ドやシンガポール、インド、イスラエル等、数多
くの国で導入されているが、シンガポールでは、
経済開発庁や科学技術研究庁（A＊STAR）といっ
た政府機関がプログラムの立ち上げと運営の中心
的役割を担っている27）。2010年の開始から、59の
プロジェクトが資金提供を受け、さらに16社のス
タートアップが設立されている。シンガポールの
ような小規模国家においては、人材を国家成長の
源泉（人的資本）と捉え、国が積極的に育成に関

表１　Biodesign�Innovation�Fellowship の受講生によるデジタル機器関連の起業例

社名 イノベーション事例 開発状況等

iRhythm Technologies
（2005年度受講生）

携帯型心臓モニター及びモバイルアプリ
により、不整脈を迅速かつ正確に診断す
るシステムの開発

FDA 510（k）クリアランスや英国国立医療技術評価
機構（NICE）による使用推奨（24時間以上の不整脈
監視）を取得し、400万人以上の患者さんへの使用実
績を持つ

CALA Health
（2012年度受講生）

本態性振戦等の治療に寄与するリストバ
ンド型医療機器の開発

本態性振戦の緩和に対するFDA承認を取得するとと
もに、パーキンソン病の動作時振戦の治療用として、
FDA Breakthrough Device の指定を受けている

LULLY
（2012、2013年度受講生）

子供の夜驚症の治療に寄与するスマート
デバイスの開発 臨床的エビデンスを有する非医療機器として市販

EMME
（2016年度受講生）

モバイルアプリと組み合わせたスマート
ケース（服薬管理ケース）の開発

100以上の経口避妊薬ブランドとの互換性を持つス
マートケースとして市販（米国TIME誌による「The 
Best Inventions of 2021」に選出）

Zeit Medical
（2017年度受講生）

脳卒中の可能性を事前に警告する脳モニ
タリング用ヘッドバンドの開発 FDA Breakthrough Device の指定を取得

出所：Stanford Byers Center for Biodesign のホームページ15）や各社ホームページを参考に筆者にて作成

24）オックスフォード大学、「MSc in Applied Digital Health」（2022年６月９日閲覧）、https://www.ox.ac.uk/admissions/
graduate/courses/msc-applied-digital-health

25）セント・アンドリューズ大学、「Digital Health（MSc）」（2022年６月９日閲覧）、https://www.st-andrews.ac.uk/subjects/
interdisciplinary/digital-health-msc/

26）ブリストル大学、「MSc Digital Health」（2022年６月９日閲覧）、https://www.bristol.ac.uk/study/postgraduate/2022/
eng/msc-digital-health/

27）Singapore Biodesign（2022年５月６日閲覧）、https://www.a-star.edu.sg/sb

https://www.ox.ac.uk/admissions/graduate/courses/msc-applied-digital-health
https://www.ox.ac.uk/admissions/graduate/courses/msc-applied-digital-health
https://www.st-andrews.ac.uk/subjects/interdisciplinary/digital-health-msc/
https://www.st-andrews.ac.uk/subjects/interdisciplinary/digital-health-msc/
https://www.bristol.ac.uk/study/postgraduate/2022/eng/msc-digital-health/
https://www.bristol.ac.uk/study/postgraduate/2022/eng/msc-digital-health/
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与している。
　また、英国では、National Health Service（NHS）
の一部であるHealth Education England（HEE）が
中心となり、医療専門家（医師、薬剤師、看護師
等）に対して、組織課題（臨床ニーズ）を解決す
るデジタルソリューション開発を目指すプログラ
ム（Topol Digital Fellowship）を提供している28）。
本プログラムは、保健・社会ケア大臣からの委託
に基づきまとめられた、英国での医療労働力戦略
の構築に関する文書（The Topol Review: Prepar-
ing the healthcare workforce to deliver the digital 
future（2019年２月発行））から生まれた施策の一
つであり29）、NHS で働くすべての医療専門家に門
戸が開かれている。2019年の開始からの選抜者は
100名を超え、具体的なプロジェクトベース30）の支
援を通じ、デジタルイノベーションを具現化するた
めの人材育成が進められている。

３）官民連携の取り組み
　フランスでは2013年から French Tech という
施策を実行し、官民が協力しながら、自国のみな
らず、世界の優秀人材や投資家を取り込み、フラ
ンス発のイノベーション創出を目指している31）。
また、2021年には「デジタルヘルス加速戦略」を
公表し、フランスから革新的なデジタルヘルスを
生み出すための国家的支援を強めている32）。ここ
では、官民連携による特徴的な取り組みとして、

「STATION F」に言及したい33）。
　STATION F はパリに居を構える世界最大のス
タートアップキャンパスであり、フランス通信事
業大手「Iliad 社」の創設者である Xavier Niel 氏
の私財をもとに、2017年に設立された34）。本キャ
ンパスには、約1,000社のスタートアップやベンチ
ャー・キャピタル、パートナー企業に加え、French 
Tech Missionと呼ばれるフランス政府の代表チー
ム等も在籍しており、官民の多様なプレイヤーが
参画している35）。STATION F が手掛ける人材育
成策として、初期段階のスタートアップに対する

「FOUNDERS PROGRAM」や移民／難民及び低
所得者のような困難な背景を持つ起業家を対象と
した「FIGHTERS PROGRAM」（１年間無料で受
講可）、女性起業家への「Female Founders Fel-
lowship」、FemTech起業家に特化した「FemTech 
Program」等36）、30を超えるユニークなアントレ
プレナーシッププログラムが準備されている。
　STATION Fは自らの価値として、「多様性の構
築」を掲げており、上記のように様々な人材に対
する育成策が進められている。海外人材や女性起
業家に対する積極的な支援が功を奏し、STA-
TION F 入居者の1/3をフランス国外の人材が占
めるとともに37）、女性が関与するスタートアップ
も45％に達している。加えて、これらの起業家が
集う住居施設も整備されており（延べ4,500人超が
利用）、多様な人材の化学反応からイノベーション

28）Health Education England、「Topol Digital Fellowship」（2022年６月９日閲覧）、 https://topol.hee.nhs.uk/digital-fellowships/
29）Health Education England、「The Topol Review: Preparing the healthcare workforce to deliver the digital future（2019

年２月）」（2022年６月９日閲覧）、https://topol.hee.nhs.uk/wp-content/uploads/HEE-Topol-Review-2019.pdf
30）一例として、高血圧症の診断・治療のためのデジタルソリューションや慢性呼吸器疾患のリモートモニタリング機器の

検討等がある。
31）日立総合計画研究所、「French Tech」（2022年５月６日閲覧）、https://www.hitachi-hri.com/keyword/k122.html
32）フランス経済・財務・復興省、「STRATÉGIE D’ACCÉLÉRATION SANTÉ NUMÉRIQUE」（2022年５月13日閲覧）、

https://www.entreprises.gouv.fr/fr/strategies-d-acceleration/strategie-d-acceleration-sante-numerique
33）2021年にはフランス政府主導の新たなスタートアップキャンパスであるパリサンテキャンパスが設立された。現在60社

以上のスタートアップが大学や政府等と連携し、デジタルヘルス創出を目指している（2022年５月13日閲覧）、https://
parisantecampus.fr/

34）STATION F ホームページ（2022年５月６日閲覧）、https://stationf.co/
35）INITIAL記事、「フレンチテック第２フェーズ始動。2025年、ユニコーン25社へ」（2020年１月21日）、（2022年５月６日

閲覧）、https://initial.inc/articles/frenchtech-summary
36）FemTechとは、FemaleとTechnologyを掛け合わせた造語であり、女性特有の健康課題をテクノロジーで解決するサー

ビス等を指す。
37）STATION F、「Diversity Initiatives」（2022年６月７日閲覧）、フランス国外からの主な参加者として、米国や中国、モ

ロッコ、韓国が挙げられる。https://stationf.co/values/diversity

https://topol.hee.nhs.uk/wp-content/uploads/HEE-Topol-Review-2019.pdf
https://parisantecampus.fr/
https://parisantecampus.fr/
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の創出が目指されている。
　また、オーストラリアでは、2017年に承認され
た「Australia’s National Digital Health Strategy」
に基づき、デジタルヘルスサービスの普及に向け
た取り組みが進められている38）。本文書では、2022
年までに達成すべき７つの戦略的優先事項を設定
しており、その１つに「世界レベルのイノベーシ
ョンを実現するデジタルヘルス産業の繁栄」を掲
げている。国家全体でデジタルヘルスの活用を推
進する中、その開発の中核を担う人材育成に、官
民が連携し取り組んでいる。
　米国やその他の国と同様、オーストラリアでも

「Biodesign Australia」が実施され、デジタルメデ
ィスン等の革新的イノベーションを目指す起業家
や様々な専門性を有す研究者に対し、プロジェク
トベースの実践的プログラムを提供している39）。
Biodesign Australia は、オーストラリア全土の５
つのプログラム（パース、メルボルン、シドニー、
アデレード、ブリスベン）をネットワーク化し、
リソース、講師及びベストプラクティスを共有す
ることで、参加者に質の高い体験を提供している
点が特徴的である。アカデミア（西オーストラリ
ア大学やシドニー大学等）が運営の中心的役割を
担う一方、企業や医療機関、政府機関等もパート
ナーとして名を連ねており、官民が連携した人材
育成が行われていると言える。また、博士課程の
学生を対象とした iPREP（Industry and PhD Re-
search Engagement Program）Biodesignでは、ア
カデミアと産業界が連携し、バイオデザインに基
づくトレーニングを提供している40）。産業界は、こ
のプログラムで種々のスキルを学んだ優秀な学生

の採用機会に対して恩恵を受けることができ、企
業におけるイノベーション人材の供給源としての
役割も果たしている。
　一方、複数国が連携する取り組みもある。欧州
連合（EU）の機関である EIT Health（European 
Institute of Innovation and Technology Health）
では、EU 全体のビジネス、研究、教育に関する
150以上の組織（アカデミア、企業、政府機関等）
とスタートアップを繋げ、ヘルスケア領域でのデ
ジタルイノベーション実現に向けた支援を行って
いる41）。「教育」においては、EIT Health がデザ
インした活動に対し、産官学の様々なプレイヤー
が協力する形で、起業家や医療専門家等に教育プ
ログラムを提供している。アントレプレナーシッ
プ教育をはじめ、製薬企業が提起する課題をベー
スとした実践的プログラム42）もあり、2016年から
の４年間で、既に40以上の製品が販売に至ってい
る。加えて、ドイツ等、EU の８つの地域にハブ
組織を置き、ハブ毎で独自の教育プログラムも提
供している。「起業」と「高付加価値ソリューショ
ンの構築」の両立を見据えた特徴的な施策と言え
る。

４）各国の取り組みのまとめ
　人材育成に対する各国の取り組みを表２にまと
める。各国で様々な取り組みが進められているが、
筆者は、「多様な人材の確保」、「プロジェクトベー
スの実践的支援」、「女性起業家や医療専門家等へ
の特化型プログラムの提供」、「国・地域全体で連
携（ネットワーク化）する人材育成」をキーポイ
ントとして挙げたい。

38）Australian Digital Health Agency、「Australia’s National Digital Health Strategy」（2022年６月13日閲覧）、本文書は
2022年に期限を迎えるため、現在、新たな戦略案と実施計画が検討されている。https://www.digitalhealth.gov.au/sites/
default/files/2020-11/Australia%27s%20National%20Digital%20Health%20Strategy%20-%20Safe%2C%20seamless%20
and%20secure.pdf

39）Biodesign Australia（2022年６月13日閲覧）、2016年の開始以降、その規模を拡大しながら、数百人の起業家を育成して
きた、https://www.biodesign.com.au/

40）Perth Biodesign、「iPREP Biodesign」（2022年６月13日閲覧）、本プログラムはiPREP WAとPerth Biodesignが共同で
運営する、https://www.perthbiodesign.com.au/iprep-biodesign

41）EIT Health（2022年６月９日閲覧）、https://eithealth.eu/
42）EIT Health、「Start-ups Meet Pharma: take up the challenge」（2022年６月９日閲覧）、2022年の課題では、疼痛管理や

希少疾患の診断を促すデジタルソリューション等が挙げられる。https://eithealth.eu/programmes/start-ups-meet-
pharma/

https://www.digitalhealth.gov.au/sites/default/files/2020-11/Australia%27s%20National%20Digital%20Health%20Strategy%20-%20Safe%2C%20seamless%20and%20secure.pdf
https://www.digitalhealth.gov.au/sites/default/files/2020-11/Australia%27s%20National%20Digital%20Health%20Strategy%20-%20Safe%2C%20seamless%20and%20secure.pdf
https://www.digitalhealth.gov.au/sites/default/files/2020-11/Australia%27s%20National%20Digital%20Health%20Strategy%20-%20Safe%2C%20seamless%20and%20secure.pdf
https://eithealth.eu/programmes/start-ups-meet-pharma/
https://eithealth.eu/programmes/start-ups-meet-pharma/
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3－2．場所

　医薬品同様、デジタルメディスンの開発におい
ても、様々なプレイヤーが相互連携し、イノベー
ションの種を育てていく必要がある。図５にデジ
タルメディスンの開発フローの一例を示したが、
このフローを確実に、そして迅速に進めていくた
めには、「臨床ニーズと技術シーズのマッチングの
場」及び「実証検証の場」の整備が不可欠と筆者
は考える。次に、これらの「場所」に関連する各
国の取り組みを俯瞰したい。

１）臨床ニーズと技術シーズのマッチングの場
　Stanford Biodesignの創始者であるPaul Yock氏
が「A well-characterized need is the DNA of a 

great invention」と述べているとおり、明確な臨床
ニーズの把握は優れたデジタルメディスン創出の
起点であり、臨床ニーズと技術シーズのマッチング
が開発上、最も重要なプロセスと考える。臨床ニー
ズは、医療現場の観察から得ることが最も効果的
とされ、Stanford Biodesignでは、プログラム全体
の３割もの時間をかけ、医療現場を観察し、未充
足の臨床ニーズを特定した上で、技術シーズの開
発を進めている43）。また、米国ミネソタ大学のEarl 
E. Bakken Medical Devices Centerでは、医療機関
と企業の連携を通じた臨床ニーズの特定、プロト
タイピング施設の提供による技術シーズの検証・
開発等を推進し、臨床ニーズにマッチした技術
シーズの開発をコーディネートしている44）。

43）スタンフォード大学、「BIODESIGN INNOVATION FELLOWSHIP CURRICULUM」（2022年５月６日閲覧）、https://
biodesign.stanford.edu/programs/fellowships/innovation-fellowships/program-curriculum.html

44）University of Minnesota、「Earl E. Bakken Medical Devices Center」（2022年５月６日閲覧）、http://www.mdc.umn.
edu/index.html

表２　各国の「人材育成」への取り組み

類型 国・地域 取り組み機関例 特徴

アカデミ
ア主導

米国
スタンフォード大学、
カリフォルニア大学
サンフランシスコ校　等

・ Stanford Biodesign（プロジェクトベースの実践的プログラム）のような独自
プログラムを各大学が提供

・ 多様な専門性や属性（人種、国籍、性別等）の集合により生まれるイノベーシ
ョンを重視

英国
オックスフォード大学、
セント・アンドリューズ大学　
等

・ 複数の大学でデジタルヘルス開発に特化した知識やスキルを基礎から学ぶプロ
グラムを提供

国主導

シンガ
ポール

経済開発庁、科学技術研究庁
（Singapore Biodesign） ・ 国主導の Singapore Biodesign の立ち上げ並びに運営を通じた人材育成の推進

英国 Health Education England
・ NHSで働くすべての医療専門家に対して、組織課題を解決するためのプロジェ
クトベースの支援プログラムを提供

・開発起点となる臨床ニーズに近い人材に特化した育成施策

官民連携

フランス STATION F

・ 困難な背景を持つ起業家や女性起業家等、様々な人材に対する育成プログラム
を提供

・ 自らの価値として「多様性の構築」を掲げ、海外人材や女性起業家等を積極的
に受け入れている

オースト
ラリア Biodesign Australia

・ オーストラリア全土のプログラムをネットワーク化し、リソース、講師及びベ
ストプラクティスを共有することで、参加者に質の高い体験を提供

・ 企業におけるイノベーション人材の供給源として、博士課程の学生を対象とす
る人材育成プログラムをアカデミアと産業界が連携し提供

欧州 EIT Health

・ 欧州全体のデジタルイノベーションを加速するため、ビジネス、研究、教育に
関する組織とスタートアップの連携をコーディネート

・ 「起業」と「高付加価値ソリューションの構築」の両立を見据え、産官学の様々
なプレーヤーが協力し、起業家等へ人材育成プログラムを提供

注：各国の取り組みに対して、筆者が考えるキーポイントを下線で示した。
出所：調査結果を踏まえ、筆者にて作成

https://biodesign.stanford.edu/programs/fellowships/innovation-fellowships/program-curriculum.html
https://biodesign.stanford.edu/programs/fellowships/innovation-fellowships/program-curriculum.html
http://www.mdc.umn.edu/index.html
http://www.mdc.umn.edu/index.html
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　加えて、世界各地で形成されるエコシステム46）

においても、アカデミアや企業、医療機関等によ
る学際的な連携を通じた臨床ニーズと技術シーズ
のマッチングが加速している。
　「ヘルスケアのシリコンバレー」と称される米国
ミネソタ州の「Medical Alley」では、医療機器ト
ップメーカーを含む1,000以上の医療関連企業に
加え、米国のベストホスピタルに挙げられるメイ
ヨークリニックや前述のミネソタ大学、政府機関
等の産官学医のプレイヤーが、臨床ニーズを踏ま
えたスタートアップのシーズ開発を支援してい
る47）。
　また、ドイツには、ドイツ連邦経済・気候保護
省がイニシアチブを取るデジタルハブ（de：hub）
がある48）。これは、ドイツ全土で選定された12地
域のハブが連携し、地理的制約を超えたスタート
アップへの技術的／ビジネス的支援を通じて、デ
ジタルイノベーションを加速するエコシステムで
ある。デジタルヘルスの開発においては、ニュル
ンベルク／エアランゲンやマンハイム／ルートヴ
ィヒスハーフェンが中心的役割を担っている49）。
このうち、ニュルンベルク／エアランゲンは、ド

イツ最大の医療技術クラスターである「Medical 
Valley EMN」を抱え、500以上の医療関連企業と
65以上の医療機関、80以上のアカデミア等による
学際的な協力により、臨床ニーズに沿った技術
シーズの開発を支援している50）。
　他方、アカデミアが保有する技術を可視化する
取り組みがある。米国大学技術移転管理者協会

（AUTM）は、アカデミアが創出した利用可能な
技術と企業をマッチングさせるデータベース

（AUTM Innovation Marketplace）を作成してお
り、現状、28,000以上の技術がリストされている51）。
本データベースは臨床ニーズと技術シーズのマッ
チングを目的とした施策ではないが、臨床ニーズ

（医療機関）との効果的なマッチングという点で、
技術シーズの可視化は参考となる取り組みであろ
う。

２）実証検証の場
　図５のとおり、臨床ニーズの具現化に向けては、
医療現場等での迅速な技術シーズの検証が必要で
ある。そのため、適切な実証検証の場の整備が、
デジタルメディスン開発の加速に繋がる重要な因

45）東北大学病院、OPEN BED Lab（2022年５月11日閲覧）、https://www.shp.hosp.tohoku.ac.jp/OBL/
46）文部科学省、「科学技術・学術審議会産業連携・地域支援部会 地域科学技術イノベーション推進委員会（第３回）資料

２（平成27年11月17日）」（2022年５月６日閲覧）、本稿では、「エコシステム」を「行政、大学、研究機関、企業、金融
機関などの様々なプレイヤーが相互に関与し、絶え間なくイノベーションが創出される、生態系システムのような環境・
状態」である「イノベーション・エコシステム」と同義に取り扱う、https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/
gijyutu16/009/shiryo/__icsFiles/afieldfile/2015/11/27/1364752_01.pdf

47）Medical Alley ホームページ（2022年５月６日閲覧）、https://medicalalley.org/
48）de : hub ホームページ（2022年５月６日閲覧）、https://www.de-hub.de/
49）これらのハブからは、うつ病等の治療に対するデジタルヘルスアプリを提供する Selfapy 社や精神疾患に対する治療支

援アプリを提供する mentalis 社等、複数のデジタルヘルス企業が生まれている（2022年５月６日閲覧）、https://www.
de-hub.de/en/blog/post/digital-health-how-digital-is-our-healthcare-system/

50）Medical Valley EMN（2022年５月６日閲覧）、https://www.medical-valley-emn.de/
51）大学技術移転管理協会、「AUTM Innovation Marketplace」、例えば、「mobile AND application」で検索すると、800件

超 の 技 術 が 抽 出 さ れ た（2022 年 ５ 月 ６ 日 時 点）、https://autm.net/surveys-and-tools/databases/autm-innovation-
marketplace/

図５　デジタルメディスン開発フローの一例と必要な「場所」

臨床ニーズ探索 アイデア創出
コンセプト開発*

PoC検証
臨床試験**

**薬事申請に供する治験含む

薬事申請
保険適用申請

上市
市販後改良

臨床ニーズと技術シーズのマッチングの場 実証検証の場

*プロトタイプによる現場ヒアリング等

出所：Stanford Byers Center for Biodesign のホームページ15）及び東北大学病院 OPEN BED Lab45）を参考に筆者にて作図

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu16/009/shiryo/__icsFiles/afieldfile/2015/11/27/1364752_01.pdf
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu16/009/shiryo/__icsFiles/afieldfile/2015/11/27/1364752_01.pdf
https://www.de-hub.de/en/blog/post/digital-health-how-digital-is-our-healthcare-system/
https://www.de-hub.de/en/blog/post/digital-health-how-digital-is-our-healthcare-system/
https://autm.net/surveys-and-tools/databases/autm-innovation-marketplace/
https://autm.net/surveys-and-tools/databases/autm-innovation-marketplace/
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子となる。
　2016年１月に、米国マサチューセッツ州におい
て開始された包括的な官民パートナーシップであ
る Mass Digital Health は、約350のデジタルヘル
ス企業と79の医療機関、アカデミア、研究機関等
が連携するエコシステムとして、デジタルヘルス
イノベーションを推進している52）。Mass Digital 
Healthの特徴的な施策の一つに「サンドボックス
プログラム」があり、新たな製品やサービスの検
証を支援する「場所」が整備されている。医療機
関やリビングラボ等の９つのサンドボックスが施
設の特徴とともに広く公開されており、目的に応
じて、企業等が適切な実証検証の場にアクセスす
ることが可能となっている53）。
　加えて、ドイツの Medical Valley EMN の一部
であるメディカルバレー・デジタルヘルス・アプ
リケーションセンター（dmac）は、革新的なアイ
デアや技術をより速く、より効果的に市場に到達
させるため、医療機関での臨床試験の設計や実施、

リビングラボでの検証等をコーディネートしてい
る54）。
　また、デジタルメディスンに特化した施策では
ないが、スウェーデンでは、「Swedish testbeds」
と呼ばれる環境を整備し、デジタルソリューショ
ンの実証検証を促進している55）。この中では、３
つ（実験室環境、シミュレート環境、実際の環境）
に分類されたテストベッド（12カ所）の情報が一
般公開されており、検証目的を踏まえ、企業等が
各テストベッドへ容易にアクセスすることが可能
となっている。

３）各国の取り組みのまとめ
　場所の構築に対する各国の取り組みを表３にま
とめる。各国で様々な取り組みが進められている
が、筆者は、「技術や実証検証環境に関する情報の
可視化」、「産官学医の広範な連携」、「臨床ニーズ
と技術シーズのマッチング及び実証検証の実施を
支援するコーディネート機能」をキーポイントと

表３　各国の「場所の構築」への取り組み

類型 国 取り組み機関例 特徴

臨床ニーズと技
術シーズのマッ
チングの場

米国 スタンフォード大学
ミネソタ大学

・ 医療現場観察を通じた臨床ニーズの特定を支援し、臨床ニーズに沿っ
た技術シーズの開発をコーディネート

米国 ミネソタ州 Medical Alley ・ 産官学医の連携を通じ、臨床ニーズに沿った技術シーズの開発を支援

ドイツ de：hub（Medical Valley EMN） ・学際的な連携を通じ、臨床ニーズに沿った技術シーズの開発を支援

米国 大学技術移転管理者協会
（AUTM）

・ アカデミアが創出した利用可能な技術を可視化するデータベースを構
築

実証検証の場

米国 マサチューセッツ州 
Mass Digital Health

・ 新たな製品やサービスの検証を支援する「場所」（サンドボックスプ
ログラム）を整備

・ 医療機関やリビングラボ等の９つのサンドボックスが施設の特徴とと
もに広く公開され、目的に応じて、企業等が適切な実証検証の場にア
クセス可能

ドイツ
メディカルバレー・デジタルヘ
ルス・アプリケーションセン
ター（dmac）

・ 医療機関での臨床試験の設計や実施、リビングラボでの検証等をコー
ディネートし、実証検証を加速

スウェー
デン Swedish testbeds

・ ３つ（実験室環境、シミュレート環境、実際の環境）に分類されたテ
ストベッドの情報が一般公開され、検証目的を踏まえ、企業等が各テ
ストベッドへ容易にアクセス可能

注：各国の取り組みに対して、筆者が考えるキーポイントを下線で示した。
出所：調査結果を踏まえ、筆者にて作成

52）Mass Digital Health（2022年５月６日閲覧）、https://massdigitalhealth.org/why-massachusetts
53）Mass Digital Health、「Digital Health Sandbox Network」（2022年５月６日閲覧）、https://massdigitalhealth.org/sandbox-

network
54）dmac ホームページ（2022年５月６日閲覧）、https://www.mv-dmac.com/
55）Swedish testbeds（2022年５月６日閲覧）、https://swedishtestbeds.com/en/about-swedish-testbeds/

https://massdigitalhealth.org/sandbox-network
https://massdigitalhealth.org/sandbox-network
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して挙げたい。

４．�デジタルメディスンの開発を加速する日本の

取り組み

　ここまで臨床ニーズを具現化するための人材育
成や場所の構築について、各国の取り組みを紹介
したが、次に日本の現状について見ていきたい。

4－1．人材

　日本においても、大阪大学・東京大学・東北大
学が中心となり、2015年からスタンフォード大学
と連携した実践的なイノベーション人材育成プロ
グラム（ジャパンバイオデザイン）を開始してい
る56）。医学、工学、ビジネスといった異なる専門
性を持つ数名のメンバーがチームを組み、臨床
ニーズの探索から事業化までの実践に加え、シリ
コンバレー等の現地企業でのエクスターンシップ

（短期間の実践的な就業体験）を通じて、臨床ニー
ズの具現化に取り組んでいる。現在まで８社のス
タートアップが起業する等、一定の成果をあげて
いる。また、平成31年度から開始された「次世代
医療機器連携拠点整備等事業」では、医療ニーズ
を満たす医療機器開発を担う人材育成の拠点整備
を目的に、全国14の大学・医療機関が選定されて
いる57）。例えば、京都大学では、企業人材が医療
現場に入り、具体的なプロジェクトの実践に基づ
く人材育成が行われている58）。
　起業家人材の育成という観点では、文部科学省
が主体となり、若手研究者や社会人等を対象とし
たアントレプレナーシップ教育が行われている。

2017年から始まった次世代アントレプレナー育成
事業（EDGE-NEXT）では、大学等での研究成果
をもとにした起業や新事業創出に挑戦する人材の
育成、ベンチャー・エコシステムの構築を目的に、
５つのコンソーシアム（24大学）が採択され、こ
れまで130社を超えるスタートアップが起業して
いる59）。現在、この後継事業として、スタートアッ
プ・エコシステム拠点都市（2020年７月に内閣府
が選定）における実践的なアントレプレナーシッ
プ教育や起業活動の支援等を行う「大学・エコシ
ステム推進型 スタートアップ・エコシステム形成
支援」が開始されている60）。2021年10月には、京阪
神（主幹機関：京都大学）、東京（主幹機関：東京
大学、早稲田大学、東京工業大学）、東海（主幹機
関：名古屋大学）の３つのプラットフォームが選
定され、独自のアントレプレナーシップ教育の提
供による人材育成が進められている61）。

4－2．場所

１）臨床ニーズと技術シーズのマッチングの場
　4－1項で取り上げた「次世代医療機器連携拠点
整備等事業」では、医療機器開発の環境構築に向
け、開発の鍵となる臨床ニーズと技術シーズのマ
ッチングの機会も提供している。例えば、国立が
ん研究センター東病院や京都大学では、医療現場
のニーズをホームページ上で公開し（京都大学で
はニーズ閲覧にユーザー登録が必要）、技術シーズ
を保有する企業・アカデミアとの連携を促進して
いる62）、63）。加えて、筑波大学では臨床現場の困り
ごとを収集し、臨床ニーズに基づく企業シーズと

56）一般社団法人 日本バイオデザイン学会（2022年５月10日閲覧）、http://www.jamti.or.jp/
57）国立研究開発法人 日本医療研究開発機構（AMED）、「平成31年（令和元年）度「次世代医療機器連携拠点整備等事業」

の採択課題について」（2022年５月11日閲覧）、https://www.amed.go.jp/koubo/02/01/0201C_00056.html
58）京都大学、「次世代医療機器連携拠点整備等事業」（2022年５月11日閲覧）、https://ku-med-device.jp/
59）文部科学省、「科学技術・学術審議会　産業連携・地域振興部会（第２回）資料１（令和３年７月30日）」（2022年５月

10日閲覧）、https://www.mext.go.jp/content/20210728-mxt_sanchi01-000017123_1.pdf
60）国立研究開発法人 科学技術振興機構、「大学・エコシステム推進型　スタートアップ・エコシステム形成支援」（2022年

５月10日閲覧）、https://www.jst.go.jp/start/su-ecosys/index.html
61）国立研究開発法人科学技術振興機構、「科学技術振興機構報 第1532号（令和３年10月25日）」（2022年５月10日閲覧）、

https://www.jst.go.jp/pr/info/info1532/pdf/info1532.pdf
62）国立研究開発法人 国立がん研究センター東病院、「医療現場のニーズ情報」（2022年５月11日閲覧）、https://axl-next.ncc.

go.jp/project/wish-list/
63）京都大学大学院医学研究科・医学部／医学部附属病院、「ニーズ情報」（2022年６月７日閲覧）、https://ku-med-device.

jp/needs_info/

https://axl-next.ncc.go.jp/project/wish-list/
https://axl-next.ncc.go.jp/project/wish-list/
https://ku-med-device.jp/needs_info/
https://ku-med-device.jp/needs_info/
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のマッチングをコーディネートしている64）。また、
大分大学では2017年からCENSNET（センスネッ
ト）を立ち上げ、医療・福祉現場でのニーズとア
カデミア・企業等のシーズの情報交換の場を設け
ている65）。2022年５月31日時点で、527件のニーズ、
42件のシーズが登録されており、21件で具体的な
取り組みが進んでいる。
　他方、厚生労働省によるベンチャートータルサ
ポート事業（MEDISO）では、「シーズ宝箱」と
して、スタートアップやアカデミアの技術シーズ
を公開している66）。ただし、会員限定の公開であ
り、スタートアップとベンチャー・キャピタル、
既存企業とのマッチングを主目的としている。

２）実証検証の場
　日本におけるデジタルメディスンの実証検証の
場として最も環境整備が進んでいるのは、「神戸医
療産業都市」であろう。神戸医療産業都市は日本
最大のメディカルクラスターとして我が国のライ
フサイエンス領域のイノベーションをけん引して
いるが、デジタルヘルス分野の事業化も手厚く支
援している67）。実証検証においては、神戸にある
８つの高度専門医療病院と企業が連携し、医療
サービスや技術の実証が可能となっている。特に、
神戸医療産業都市に拠点を有する企業に対して
は、医療現場との連携をより深化させた「医療現
場革新プログラム」を提供している。また、実証
検証の場は医療機関に留まらず、2,000を超える市
民サポーターを活用したモニター・実証試験も推
進しており、日常生活との関連性が深いデジタル
ヘルスの特性を踏まえた様々な場が整えられてい
る。
　東北大学病院では、「医療プロフェッショナルと
ともに、医療現場に最も近いところでコンセプト

を実証する」ことを目的に、旧病床機能を研究開
発実証フィールドとして企業に提供する「OPEN 
BED Lab」を2020年から開始している45）。もとも
と、東北大学病院では、企業が医療現場に入り、
現場観察を通じた医療ニーズの探索を行う「アカ
デミック・サイエンス・ユニット」というプログ
ラムを立ち上げており、OPEN BED Lab と組み
合わせ、医療ニーズの探索から実証までをシーム
レスに繋ぐユニークな開発環境の構築を目指して
いる。
　さらに、我が国でも実証検証の場の一つとして
リビングラボの活用が進み始めている。リビング
ラボは地域社会が有する課題に対し、日常環境で
の実験を通じて解決を図るオープンイノベーショ
ン活動であり、ヘルスケア領域においても、市民
や行政、企業等が共同で検証を行う事例が増えつ
つある68）。例えば、神奈川ME-BYOリビングラボ
では、官民が連携し、メンタルヘルスアプリや生
活習慣改善アプリ等の実証検証に取り組んでい
る69）。

５．�日本のデジタルメディスン開発のこれからを

考える

5－1．我が国の課題と対策

　４項のとおり、我が国においてもデジタルメデ
ィスン開発の加速に繋がる種々の方策が講じら
れ、既に一定の成果が出始めている。しかしなが
ら、日本がデジタルメディスンにおけるイノベー
ションの世界的な中心地の一つとなるためには、

「人材育成」、「場所の構築」のそれぞれにおいて、
まだ克服しなければならない課題があると考え
る。国内外の取り組みを踏まえ、筆者が考える日
本の課題と対策について考察した（まとめは表４
参照）。

64）筑波大学つくば臨床医学研究開発機構（2022年５月11日閲覧）、https://www.s.hosp.tsukuba.ac.jp/t-credo/tr/needs.html
65）大分大学医学部附属 臨床医工学センター、「CENSNET」（2022年５月31日閲覧）、https://censnet.org/
66）MEDISO、「シーズ宝箱」（2022年５月11日閲覧）、https://mediso.mhlw.go.jp/seeds/
67）神戸医療産業都市、「デジタルヘルス」（2022年６月６日閲覧）、https://www.fbri-kobe.org/kbic/digitalhealth/
68）医薬産業政策研究所、「データ駆動型研究開発を目指して －健康・医療データの活用について考える－」、リサーチペー

パー・シリーズ No.80（2022年３月）
69）神奈川 ME-BYO リビングラボ（2022年６月７日閲覧）、https://www.pref.kanagawa.jp/docs/bs5/cnt/f536534/index.

html

https://www.s.hosp.tsukuba.ac.jp/t-credo/tr/needs.html
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/bs5/cnt/f536534/index.html
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/bs5/cnt/f536534/index.html
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デジタルメディスン開発を加速する「人材育成」
　種々の人材育成策の成果により、日本のスター
トアップは、質・量ともに拡大しつつある。しか
しながら、デジタルメディスンの臨床試験動向

（図２a））やDTx開発状況を見ると、欧米に比べ、
我が国のデジタルメディスン領域をけん引するス
タートアップは未だ十分とは言えないであろう。
また、起業を支えるアントレプレナーシップ教育
も、現状では大学生（学部・修士）の１％にしか
提供されていない59）。グローバルでの起業家精神
に関する調査（Global Entrepreneurship Monitor

（GEM）（2021／2022））によると、我が国の起業
活動の活発さ（TEA：Total early-stage Entrepre-
neurial Activity）70）や起業意思（３年以内の起業
予定）は低水準にあることが指摘されている

（図６）71）。これらの課題に対して、官民が連携し
た実効性ある対策を打ち出していくことが求めら
れる。
　まず、バイオデザインやアントレプレナーシッ

プ教育等、デジタルメディスンのイノベーション
に関わる人材育成プログラムの拡充があろう。米
国や英国では各大学が独自のプログラムを提供し
ているが、デジタルメディスン黎明期と言える我
が国では、体系的な人材育成策により、現状、一
部の大学や機関に留まるこれらの教育プログラム
の対象を拡大し、スタートアップの裾野（起業数）
を広げていくことが必要と考える72）。この際、オー
ストラリアの施策を参考に、人材育成において先
行する大学や機関が核となり、実施機関の間で講
師や育成プロセス等を共有することで、限られた
リソースの中でも日本全体の人材育成基盤の底上
げを図ることが重要である。特に、デジタルメデ
ィスン開発に深く関わる医・工学系学部に対して
は、バイオデザインやアントレプレナーシップ教
育に関するカリキュラムの拡充により、若手研究
者のキャリアパスの一つとして、デジタルメディ
スン開発（並びに起業）が選択肢に入ることが望
ましい。

70）経済産業省、「起業家精神に関する調査 3. 総合起業活動指数（TEA）とは」（令和２年３月）、https://www.meti.go.jp/
policy/newbusiness/main_01/press001/GSE2019_1.pdf

71）Global Entrepreneurship Monitor 2021/2022 Global Report（2022年５月12日閲覧）、https://www.gemconsortium.org/
file/open?fileId=50900

72）日本経済団体連合会、スタートアップ躍進ビジョン（2022年３月15日発表）（2022年５月12日閲覧）、本ビジョンでは、
2027年までにスタートアップの裾野（起業数）を現在の10倍（約10万社）にすることを目標に掲げている。

　　https://www.keidanren.or.jp/policy/2022/024_honbun.html

表４　筆者が考える「人材育成・場所の構築」における日本のデジタルメディスン開発の課題と対策案

項目 課題 論点 具体的な対策案

人材育成

臨床ニーズを見出し、
具現化できる人材（課
題発見型人材）並びに
起業家人材の不足

・ 課題発見型人材及び起業家人
材の育成に資する教育の拡充

（キャリアパスとしてのデジ
タルメディスン開発の選択）

・ 質の高いイノベーション人材
が生まれる育成環境の構築

・ 医・工学系学部を中心とした大学等でのバイオデザイン、ア
ントレプレナーシップ教育や初等・中等教育でのアントレ
プレナーシップ教育の拡充

・海外の優れた人材育成拠点への派遣支援
・ 国内外の優秀人材や技術シーズが集うスタートアップ育成

拠点（スタートアップビレッジ）の設置
・ 多様な人材に対する育成プログラムの充実（人材の多様性

確保）

場所の構築

臨 床 ニ ー ズ と 技 術
シーズの限定的なマ
ッチング機会

・マッチング機会の拡充
・適切なマッチングの推進

・臨床ニーズと技術シーズの一元管理による可視化
　（日本全体でのマッチング機会の拡大）
・適切なマッチングをコーディネートする専門家機関の設置

実証検証の場への限
定的なアクセス及び
場の拡充

・ 効率的・効果的に実証検証の
場へアクセスする仕組みの構
築

・魅力ある実証検証環境の拡充
・適切な実証検証の推進

・ 実証検証の場（医療機関、リビングラボ等）の情報の一元
管理による可視化（国内外スタートアップが適切な実証検
証の場に容易にアクセス出来る仕組みの構築）

・ 医療機関や地域の特性を活かした世界的に魅力のある実証
検証環境の整備

・適切な実証検証をコーディネートする専門家機関の設置
出所：調査結果を踏まえ筆者にて作成

https://www.meti.go.jp/policy/newbusiness/main_01/press001/GSE2019_1.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/newbusiness/main_01/press001/GSE2019_1.pdf
https://www.gemconsortium.org/file/open?fileId=50900
https://www.gemconsortium.org/file/open?fileId=50900
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　さらに言えば、初等・中等教育から起業に触れ
る機会を提供することも重要である。前述のGEM
レポートでアントレプレナーシップ教育が最も進
む国として挙げられるフィンランドでは、学習指
導要領の中で、小・中学校で育成すべき能力の一
つにアントレプレナーシップを位置づけてい
る73）。日本においても、小・中学校での起業体験74）

や高校生を対象にした国際起業コンテスト75）等に
より、早期から起業家人材の育成を目指している
が、教育水準は Level A 国（図６注釈参照）で未
だ最下位にあり71）、取り組みの強化が求められる。
　また、質の高い人材確保に向けては、起業等の
経験を有する人材が新たなイノベーション人材の
育成に貢献するというサイクルが自律的に回るこ
とが望ましい。ただし、現状、そのような役割を
担う起業家やイノベーション人材が我が国に豊富
に存在するとは言えない。そのため、海外の優れ

た人材育成拠点へ積極的に人材を送り込み、日本
におけるイノベーション人材の育成に貢献できる
人材を増やしていくことが短期的視点では重要と
考える。この推進のためには、官民による経済的
支援等、意欲ある人材の海外での成長を後押しす
る施策が必要となろう。
　他方、中長期的な視点で見た場合、我が国のデ
ジタルメディスン開発を加速する上で、日本自体
が優秀なイノベーション人材の供給源となること
が不可欠であり、より高度で実践的な人材育成プ
ログラムを提供する拠点の設置が必要と考える。
その拠点としては、官民が連携するフランスの施
策を参考に、選抜された有望な人材やスタートア
ップが集積する「スタートアップビレッジ」を設
立し、先輩起業家や官民の専門家等による多様な
教育プログラムの提供を通じた人材育成の強化が
求められる。（教育の場に加え、オフィスやラボ、

73）EdTechZine 記事（2020年12月23日）、「フィンランドなどヨーロッパ各国が注目する「アントレプレナーシップ教育」、
その実態とは？」（2022年５月13日閲覧）、https://edtechzine.jp/article/detail/4879

74）文部科学省、「小・中学校等における起業体験推進事業」（2022年５月13日閲覧）、https://www.mext.go.jp/a_menu/
shotou/career/detail/1374260.htm

75）特定非営利活動法人アントレプレナーシップ開発センター、Global Enterprise Challenge（2022年５月13日閲覧）、
https://entreplanet.org/GEC/

図６　各国の起業家精神の比較
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出所：Global Entrepreneurship Monitor（2021／2022）71）をもとに筆者にて作成

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/career/detail/1374260.htm
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/career/detail/1374260.htm
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住居等も含めた複合的環境を意図し、スタートア
ップ“ビレッジ”と称した。）さらに、企業やベン
チャー・キャピタル、政府機関等も集い、スター
トアップが有する具体的なアイデアを事業化する
ための技術上・ビジネス上の支援を推進すること
により、スタートアップの人材育成と事業化の両
輪で、我が国のデジタルメディスン開発を加速さ
せることが望ましい。
　加えて、デジタルメディスン開発においては、各
国で重視される「人材の多様性」の確保も重要と
考える。しかしながら、例えば、ジャパンバイオデ
ザインでは、企業やアカデミアに所属する医師、エ
ンジニア等、専門性を有する人材が幅広く参加し
ているものの、女性（延べ受講者の約17％）や海
外人材（延べ受講者の約９％）の参加はまだ多く
はない76）、77）。具体的な打ち手として、スタートアッ
プビレッジにおけるオフィスやラボ、住居の無償提
供、家族の生活環境の整備等により海外の優秀人
材を集積させること、女性起業家や医療専門家等
を対象とする特化型育成プログラムを充実させる
こと等が多様性を生み出す一手となるであろう。
特に、グローバル展開を見据えるスタートアップを
増やすためには、海外人材を含む多様な人材の連
携が重要であり、in person でのネットワーキング
により、様々な人材の出会いを促進する必要があ
る。スキルの専門性に加え、属性も含めた多様性
を意図的に生み出すことが、革新的イノベーション
の創出を促進する一助となると考える。

デジタルメディスン開発を加速する「場所の構築」
　本稿では、デジタルメディスン開発に重要な「場
所」として、「臨床ニーズと技術シーズのマッチン
グの場」及び「実証検証の場」を挙げた。我が国
においても、個々に優れた取り組みが進められる
一方で、それぞれの活動が必ずしも密接に連携し
てはおらず、所属コミュニティや地理的な制約等
により、スタートアップが適切な「場所」にアク

セス出来ない可能性があると考える。
　このリスクの低減に向けては、第一に、「臨床
ニーズと技術シーズの可視化」によるマッチング
機会の拡充があろう。企業等が実際に医療現場に
入り込み、特定した臨床ニーズを開発に繋げる機
会の拡充が重要であることは論をまたないが、こ
れに加え、臨床ニーズとアカデミア・スタートア
ップ等が有する技術シーズを登録・一元化し、公
開することで、日本全体での臨床ニーズと技術
シーズのマッチング機会を拡大することが可能と
考える。既にいくつかの機関が個別に臨床ニーズ
や技術シーズを収集、公開しているが、ドイツ

（de：hub）の施策を参考に、我が国全体の取り組
みを一つのエコシステムとして連携させ、マッチ
ングの確率を高める仕組みの構築が必要である。

（なお、知的財産権保護等の観点から、技術シーズ
に対しては一定の閲覧資格を設けることが望まし
い。）
　第二に、実証検証の場も同様に、一元管理を通
じた情報の可視化により、国内外のスタートアッ
プが自らのコンセプトに合った適切な実証検証の
場に容易にアクセス出来る仕組みを構築すること
が重要と考える。4－2項で示したとおり、我が国
では医療機関やリビングラボが、組織や地域の特
徴を活かしたユニークな実証検証の場を提供して
いる。一方で、それらの情報は分散しており、ス
タートアップが自身のコンセプトに合った適切な
実証検証の場にたどり着くためには相応の時間と
労力を要することが想定される。そこで、欧米

（Mass Digital Health、Swedish testbeds）や国内
（神戸医療産業都市等）の事例を踏まえ、日本国内
の実証検証の場の情報を、その特徴とともに一元
的に可視化し、スタートアップがより効率的・効
果的に実証検証の場と出会える仕組みを整備する
ことが必要と考える。また、世界に先駆けて少子
高齢化や人口減少が進み、ヘルスケア領域の課題
先進国と言われる日本は、裏を返せば、世界的に

76）一般社団法人 日本バイオデザイン学会、「フェローシップ」（2022年６月８日閲覧）、http://www.jamti.or.jp/biodesign/
fellowship/

77）東北大学 ジャパンバイオデザイン、「活動報告（2022年5月26日）」（2022年6月13日閲覧）、http://www.jbd-tohoku.jp/
report/

http://www.jamti.or.jp/biodesign/fellowship/
http://www.jamti.or.jp/biodesign/fellowship/
http://www.jbd-tohoku.jp/report/
http://www.jbd-tohoku.jp/report/
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魅力のある実証検証環境を整えることが可能であ
る。情報の一元化は、日本発の技術シーズの実用
化を加速するのみならず、日本の魅力ある開発環
境を広く世界に発信し、実証検証の場として海外
の優れた人材や技術を日本へ取り込むことも期待
できる。今後、日本の高質な医療技術と多様な医
療環境を活かし、魅力ある実証検証の場をさらに
拡充していくことも重要となろう。
　ここまで述べた２つの「場所」を効果的に機能
させるためには、コーディネート機能を持つ専門
家機関（政府機関または政府機関により認定され
た民間機関を想定）が必要と考える。技術や規制、
ビジネス等に精通した専門家から構成される機関
が、実用化までの将来性を見据えた臨床ニーズと
技術シーズのマッチングや実証目的を踏まえたス
タートアップと医療機関・リビングラボとの橋渡
し等を適切にコーディネートすることが望まし
い。

5－2．製薬産業が果たしうる役割

　ここまで大局的な視点から、日本のデジタルメデ
ィスン開発について考察してきたが、製薬産業が
どのような貢献を果たせるかについても考えたい。

企業人材の育成によるイノベーションの加速
　日本で起業が少ない最たる理由は「失敗に対す
る危惧」である78）。起業の失敗により、金銭的・
社会的に再起不能な痛手を負うことへの心理的不
安が大きいことが背景にある。さらに、人材流動
性の低さも指摘される日本の事情を考慮すると、

「社内起業」や「出向起業」等、企業に属した状態

での挑戦支援も、革新的イノベーションを加速す
る一手となるのではないだろうか。
　ロート製薬では2020年４月に社内起業家支援プ
ロジェクト「明日ニハ」を開始し、組織の枠を超
えた新しい働き方を支援している79）。「明日ニハ」
では、Well-being に繋がる事業が推奨され、クラ
フトビールの販売やオンライン料理教室等、既に
４社が起業する成果をあげている。
　一方、出向起業は、企業人材が所属企業を辞職
せずに、スタートアップを立ち上げ、新規事業創
造に挑戦する取り組みであり、経済産業省が経済
的支援等を行っている80）。所属元企業からの出向
となる点や所属元企業以外の資本を80％以上活用
して起業すること等が社内起業とは異なる。現在、
23社が立ち上げられており、企業人材による新た
な起業の形として注目されている。
　企業人材によるイノベーションの加速には、上
記のような起業支援と同時に、デジタル技術等、
時代の潮流を捉えた新たな能力開発も欠かせな
い。しかしながら、日本企業の人的投資（OFF-JT
費用、対 GDP 比）は欧米の10分の１から20分の
１と低く、近年さらに低下傾向にあることから、
十分な投資が行われているとは言い難い81）。一方、
従業員側も、終身雇用制の中で、新たな技術を得
なければ、グローバルも含めた他社との競争の中
で劣後するとの危機感は決して高くなく、いずれ
も改善すべき課題と言える。このような中、2020
年９月に経済産業省から「持続的な企業価値の向
上と人的資本に関する研究会 報告書 ～人材版伊
藤レポート～」が公表された82）。「人材」を企業価
値に影響を及ぼす無形資産の中核（資本）と捉え、

78）内閣官房、「成長戦略会議（第８回）、資料１（令和３年３月17日）」（2022年５月12日閲覧）、https://www.cas.go.jp/jp/
seisaku/seicho/seichosenryakukaigi/dai8/siryou1.pdf

79）ロート製薬、ニュースリリース（2021年４月９日）、「社内起業家支援プロジェクト「明日ニハ」でマルチジョブを推進」
（2022年５月13日閲覧）、https://www.rohto.co.jp/news/release/2021/0409_01/

80）一般社団法人 社会実装推進センター、「出向起業」（2022年５月13日閲覧）、https://co-hr-innovation.jp/
81）内閣官房、「新しい資本主義実現会議（第３回）（令和３年11月26日）資料１」（2022年５月13日閲覧）、https://www.

cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/kaigi/dai3/shiryou1.pdf
82）経済産業省、「持続的な企業価値の向上と人的資本に関する研究会 報告書　～人材版伊藤レポート～（令和２年９月）」

（2022年５月13日閲覧）、https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/kigyo_kachi_kojo/pdf/20200930_1.pdf
　　2022年５月には、より具体的な取り組みに焦点を当てた「人的資本経営の実現に向けた検討会 報告書 ～人材版伊藤レ

ポート2.0～」も公表されている（2022年５月16日閲覧）。https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinteki_shihon/pdf/
report2.0.pdf

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/seicho/seichosenryakukaigi/dai8/siryou1.pdf
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/seicho/seichosenryakukaigi/dai8/siryou1.pdf
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/kaigi/dai3/shiryou1.pdf
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/kaigi/dai3/shiryou1.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinteki_shihon/pdf/report2.0.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinteki_shihon/pdf/report2.0.pdf
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企業に対し、急速な技術進化等に対応するための
従業員の自律的なリスキル・学び直しの機会の提
供を求めている83）、84）。例えば、住友ファーマや塩
野義製薬では、社内公募型のデータサイエンティ
スト研修や複数プログラムからなる DX 研修等、
デジタル分野でのリスキルを推進している85）、86）。
　外部支援のみならず、社内起業等による従業員
の挑戦支援やデジタル技術等の新たな専門性に対
するリスキル機会の提供を通じ、イノベーション
を生み出す企業人材を育成することが、これから
の製薬産業が果たしうる役割の一つとなるのでは
ないか。

６．おわりに

　本稿では、臨床ニーズの具現化に貢献する人材
の育成や技術シーズの実用化を加速する場所の構
築について、国内外の取り組みを参考に、日本の
課題と考えうる対策を考察した。我が国において
も、個々に優れた取り組みが行われ、既に一定の
成果をあげていることが確認できた。一方で、日
本がデジタルメディスンにおけるイノベーション
の世界的な中心地の一つとなるためには、人材育
成の質・量両面での充実や臨床ニーズ・技術シー
ズのマッチング促進、適切な実証検証の場へのア
クセス性向上、世界的に魅力のある実証検証の場
の構築等が鍵となると述べた。この実現に向けて
は、個別施策の拡充に加え、大学や医療機関、地
域等の従来の垣根を取り除き、日本全体の取り組
みを有機的に連携させることが重要と考える。ま
た、このような開発環境が誘因となり、世界の優
秀人材や技術シーズが日本に集積したり、海外エ
コシステムとの連携を強めたりすることで、グ
ローバル展開を見据えた我が国のデジタルメディ

スン競争力の強化も期待できよう。
　上記のように、日本全体を一つのエコシステム
と捉え、産官学医の強固な連携のもと、デジタル
メディスン開発に資する人材の育成や開発環境の
整備を確実に進めることで、米国や欧州等と伍す
る強力なイノベーション創出環境を我が国で構築
することが可能となろう。人材育成や場所の構築
は中長期的な対応が不可欠であり、一朝一夕にし
て効果が出るものではないが、粘り強い取り組み
の先には、世界有数のデジタルメディスン開発拠
点や人材・技術が集積するハブとしての地位を日
本に確立することが出来るのではないか。
　また、本稿では、「臨床ニーズを見出し、研究開
発から事業化までけん引可能な人材」について取
り上げたが、デジタルメディスン開発を進める上
では、疾患理解や臨床試験等にかかわる法規制、
ビジネス戦略等、開発ステージに合わせたライフ
サイエンス領域特有の様々な知識や経験を持つ人
材が求められる。しかしながら、開発経験の乏し
いスタートアップがこれらに単独で対応していく
ことは、時間やコストの損失に繋がり、失敗のリ
スクも高まる。そのため、開発フロー（図５）の
各段階において、産官学医の多様なプレイヤーに
よるスタートアップの適切な支援が不可欠とな
る。製薬産業が有する疾患理解や臨床現場とのネ
ットワーク等は、スタートアップ支援に貢献でき
る強みであろう。一方で、スタートアップが有す
る最新の技術情報やデジタルメディスン特有の開
発ノウハウ等は、製薬産業においても参考となる
部分がある。革新的イノベーションを目指すプレ
イヤーとして、製薬産業もともに学び、成長する
姿勢が重要と言える。
　急速なデジタル技術の発達は、今後、予想もし

83）一般社団法人 ジャパン・リスキリング・イニシアチブによると、リスキル／リスキリングは、広義には就業に必要なス
キルの獲得を意味するが、近年は海外を中心にデジタル分野へのスキル転換とほぼ同義で使用されることが増えてい
る。（2022年５月13日閲覧）、https://jp-reskilling.org/whatisreskilling/

84）日本リスキリングコンソーシアム（2022年6月20日閲覧）、2022年6月には、官民が一体となり取り組む「日本リスキリ
ングコンソーシアム」が発足した。50万人のイノベーション人材の育成を目指し、AIやデジタルマーケティング等、あ
らゆる人のスキルをアップデートするリスキリング機会を創出している。https://japan-reskilling-consortium.jp/

85）住友ファーマ、「DX を加速させる」（2022年５月13日閲覧）、https://www.sumitomo-pharma.co.jp/dx/dx03/
86）塩 野 義 製 薬、「人 材 育 成」（2022 年 ５ 月 13 日 閲 覧）、https://www.shionogi.com/jp/ja/sustainability/society/office/

cultivating-human-resources.html

https://www.shionogi.com/jp/ja/sustainability/society/office/cultivating-human-resources.html
https://www.shionogi.com/jp/ja/sustainability/society/office/cultivating-human-resources.html
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得ない新たなサービスやソリューションを医療・
ヘルスケアにもたらし、そのあり様を大きく変え
るかもしれない。そのような中、我が国が世界に
先駆けて、医療・ヘルスケアの高質化に繋がる革
新的なデジタルメディスンを生み出すためには、
未充足のニーズを見出し、その本質を捉えた効果
的なシーズを迅速に具現化することが求められ
る。その土台となるのは、アイデアやシーズを創
造する「人材」であり、具現化を加速する「場所」
である。これは、単独のプレイヤーのみで実現で
きる未来ではなく、産官学医が一体となった対応

が欠かせない。我が国全体としてこのような取り
組みを加速させるためには、具体的なビジョンと
ゴールを定めた方針を打ち出し、明確な国家戦略
のもと、強力に取り組みを進めることが重要であ
る。その道筋を示す一つが「第２期基本計画」と
考えるが、今後起こりうる様々な社会変化や技術
革新等を踏まえ、その方針は都度見直していくこ
とが求められよう。我が国のデジタルメディスン
開発のさらなる加速に向け、各プレイヤーが一枚
岩となり、種々の取り組みが推進されることを期
待したい。


